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様式第 1 号(第 5 条関係) 

令和  年  月  日 

 

輪島市震災復興観光振興推進事業補助金交付申請書 

【観光振興事業・観光物産振興事業】 

(宛先) 

輪島市長 坂口 茂 様 

 

            

郵 便 番 号：〒 

所在地・住 所： 

法人等の名称： 

代表者役職氏名： 

事業拠点の名称： 

事業拠点所在地： 

担当者の氏名： 

電 話 番 号： 

メールアドレス： 

 

 

輪島市震災復興観光振興推進事業補助金の交付を受けたいので、輪島市震災復興観光振興推

進事業補助金交付要綱第 5 条の規定により、下記誓約事項に同意の上、必要書類を添えて申請

します。 

 

誓約事項 

1 同一の内容で、他の規定による補助金等との併用はできないことを理解しており、重複

して補助金交付申請は行っておりません。 

2 本申請書の記載事項に偽りありません。 

3 本申請後、市から必要に応じ事業拠点等への現地調査等を実施する旨の連絡を受けたと

きは、全面的に協力し拒否しません。 

4 誓約事項に違約した場合は、補助金の交付を受けないことを承諾します。また、補助金

の交付後であれば、補助金の返還請求に応じ、ただちに補助金を返還します。 

5 本申請の審査に必要となる次の事項について、輪島市が調査することに同意します。 

(1) 市税の納付状況についての調査 

(2) 同一の内容に対する他の補助制度等の利用の有無についての調査 

(3) 謝礼金等の有無についての調査 

(4) 事業実施に伴う契約及び支払(予定)相手先等への疑義調査 
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◆ 事業計画 

業種 

当てはまる業種に✓を、その他の場合は業種をご記入ください。 

□ 製造業 □ 情報通信業 □ 運輸業・郵便業 □ 卸売業、小売業 

□ 宿泊業、飲食サービス業 □ その他(            ) 

事業の種類 当てはまる事業の内容に✓をご記入ください。 

観光振興事業 

□ 着地型旅行商品の造成  □ 市内へのモニターツアーの催行  

□ 市内全体への波及を目的とするＰＲ動画及びパンフレット等の制作 

□ ガイドの養成 □ 郷土芸能の披露 

□ その他観光振興に寄与すると認められるもの 

観光物産 

振興事業 

□ 特産品等の商品開発 

□ 出向宣伝及び観光物産展等への出展（出店を含む） 

補助を希望する

事業内容・目的 

(実施する(実施した)事業の具体的な内容と詳細、目的) 

 

 

 

 

事業予定 

(実施)期間 
令和   年   月   日 ～ 令和   年   月   日 

事業実施により

期待される効果 

(事業実施により期待される効果・今後の目標) 
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石川県外及び金沢市以南の石川県内の区域で事業を実施予定の場合は、下記に実施月、実施

場所及び目的の名称をご記入ください。 

 実施月 実施場所・目的の名称 

 月  

 月  

 月  

 月  

 月  

 月  

 月  

 月  

※記載欄が不足する場合は随時追加するか、別途ご提出ください。 

 

◆ 補助対象経費・補助金交付申請額 

1 補助対象経費                             (単位：円) 

項 目 支出先(契約先) 仕入控除税抜金額 

   

合 計 （Ａ）  

※補助対象経費には消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額は含まれないため、仕入控除

税抜(本体価格)の金額をご記入ください。 

※事業を実施する際に主催者等から謝礼金等が支払われる場合は、その額が確認できるよう

マイナス表示でご記入ください(空港利用助成金は交付の有無を問わず控除対象です。)。 
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≪添付書類≫ 

・イベント等経費明細 

・市内の事業拠点が確認できる外観及び内観写真等(震災前のものでも可) 

・直近の確定申告書の写し(初めて事業をする場合は開業届の写し) 

 ※郷土芸能団体の場合は活動状況が確認できる書類等で代用可い 

・役員等の構成が確認できる書類(法人及び団体の場合に限る。) 

・本社等が市外にある場合は所在地に属する市区町村の納税証明書 

・補助金支払予定の口座情報が確認できる通帳の写し等 

・各々の事業内容に関する詳細かつ具体的な資料(概要資料、申込書、チラシ等) 

 ・各々の事業内容に関する各経費の算出根拠が確認できる見積書や請求書、ウェブサイト 

等の写し(終了している場合は支払根拠が確認できるレシートや領収書、振込明細、使用月 

のクレジットカード利用明細及び引落されたことが確認できる口座内訳等の写し) 

・その他市長が必要と認める書類 

 

2 補助金交付申請額(予定) 

(Ａ)         円  ×  1/2 ＝ (Ｂ)         円(1 千円未満切捨て) 

 

補助金交付申請額：(Ｂ)と 200 万円のうち、低い金額(Ｃ)         円 

 


